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Ｎｏ 記事内容 

号外 告示第２８３号一部改正（H29.4.1 施行）に伴う「既存不適格」の判断基準について   H29.03.30 

 告示第２８３号一部改正に伴う「昇降機・遊戯施設 定期検査業務基準書 2016 年版」（一般財団法人 日本建

築設備・昇降機センター 発行）刊行の案内をしましたが、今回刊行された業務基準書 2016 年版では平成２６

年４月１日施行の平成２５年国土交通省告示第１０４７号、第１０４８号等の耐震対策（主要な支持部分の強度

等）関連が追加され、「既存不適格の判断基準表」の見直しが行われています。改訂版の「既存不適格の判断基準

表」は添付別紙（転載・無断引用禁止）を参照ください。 

 

＜既存不適格の判断基準 追加・改訂項目＞ 

 

（１）別表第１：ロープ式エレベーター 

   ① 1(18) 駆動装置の耐震対策            （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ② 2( 3) 主索の径の状況、鎖の摩耗の状況 （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ③ 2( 5) 昇降路の横架材並びにかご及び釣合おもりにおける止め金具の取付けの状況 

                                               （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ④ 3( 2) 戸相互及び戸と出入口枠とのすき間の状況 

                                        （H21.9.28 施行、平 20 国告第 1455 号第 2 第三号、第四号） 

   ⑤ 3( 6) 押しボタン等の作動の状況      （H21.9.28 施行、平 12 建告第 1413 号第 1 第七号イ） 

   ⑥ 4( 5) 頂部綱車の取付け状況  （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号第一号、第二号、第三号） 

   ⑦ 4(10) ガイドレール及びレールブラケットの取付け状況 

                                      （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号第一号、第二号、第三号） 

   ⑧ 4(13) 戸相互及び戸と出入口枠とのすき間の状況 

                                            （H21.9.28 施行、平 20 国告第 1455 号第七号、第八号） 

   ⑨ 4(16) 釣合おもり枠の状況、釣合おもり片の脱落防止措置の状況 

                                                （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1048 号） 

 

（２）別表第２：油圧式エレベーター 

   ① 1(19) 油漏れ及び損傷の状況        （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ② 1(20) 駆動装置の耐震対策       （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ③ 2( 1) 圧力配管の取付け状況      （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ④ 2( 3) 主索の径の状況、鎖の摩耗の状況 （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ⑤ 2( 5) かご及びシリンダーおける止め金具の取付けの状況 

                                                 （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ⑥ 2( 8) プランジャーの取付け状況         （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ⑦ 2(10) シリンダーの取付け状況          （H26.4.1 施行、平 25 国告第 1047 号） 

   ⑧ 3( 2) 戸相互及び戸と出入口枠とのすき間の状況 

                                        （H21.9.28 施行、平 20 国告第 1455 号第 2 第三号、第四号） 

   ⑨ 3( 8) 押しボタン等の作動の状況      （H21.9.28 施行、平 12 建告第 1413 号第 1 第七号イ） 
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（３）スイッチの作動の状況（煙感知器の点検口） 

   煙感知器の点検口のスイッチについて、「定期検査業務基準書 平成 24 年改正告示対応版」では、施錠装置

（ロープ式＝4(11)、油圧＝4(13)）の検査項目で検査し、スイッチが設けられていないものは既存不適格の判

定としていましたが、スイッチに係る規定はないとの見解が示され、スイッチについては既存不適格の対象項目

から除外されました。但し、スイッチが設けられている場合はスイッチの作動状況を検査する必要があります。

また、点検口の施錠装置は設ける必要があり、昇降路における壁又は囲い（ロープ式＝4(12)、油圧＝4(14)）

の検査項目で施錠装置の作動の状況を検査し、施錠装置が設けられていない場合は「既存不適格」としてくださ

い。  

＜上記に伴う「既存不適格」から「指摘なし」に判定変更の場合の特記事項記入例＞ 

 

注）判定基準改訂に伴う判定変更のため、特記事項に記載なしも可とします。 

 

（４）別表第３：段差解消機、別表第４：いす式階段昇降機 

   添付別紙「既存不適格の判断基準表」の段差解消機、いす式階段昇降機の項目全て追加 

 

（５）別表第５：エスカレーター、別表第６：小荷物専用昇降機 

   追加・改訂なし 

 既存不適格の判断基準について、耐震関係など検査時の状態で判断することが困難なものについては設置

時期により判断することとし、告示第２８３号別表の解説に既存不適格欄を追加し、設置時期で判断するも

のと、検査時の状態で判断するものがわかるよう「時期」または「状態」が記載されています。 
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111 定期検査報告書・検査結果表の改訂について    H29.04.11 

 告示第２８３号の一部改正（平成２９年４月１日施行）に伴う検査結果表の改訂並びに既存不適格項目の判断

基準の見直しについて前号までで通知してきましたが、「昇降機・遊戯施設定期検査業務基準書２０１７年版」（以

下「業務基準書」と記載）の発行に伴う改訂があります。製造者が設定する検査基準の最新版に基づき検査し、

検査結果表の８項「上記以外の検査項目」欄に記入する項目もありますのでご留意ください。 

 

＜改訂項目＞ 

 

①  定期検査報告書第二面【８．備考】 （業務基準書 ３９ページ） 

   戸開走行保護装置の部品等を設置当初と異なる仕様のものに交換した場合には、交換後初回の定期検査 

報告書に交換後の大臣認定番号と部品の変更内容を記載する。 

 

②  再使用・所有者等変更届の標準様式例  （業務基準書 ５３ページ～５７ページ） 

   使用休止を解除する際には事前に定期検査を実施し、「再使用届」と共に定期検査報告書を提出すること 

と記載されていますが、従来通り「再使用」を表記した定期検査報告書のみの提出で構いません。 

   また、所有者等に変更があった場合は所有者変更届を提出することと記載されていますが、従来通り定期 

検査報告書の所有者欄に新旧併記した定期検査報告書のみの報告でお願いします。 

 

③  １（１４）巻上機（ブレーキ）構成機器の作動の状況の解説  （業務基準書 ２３９ページ） 

   製造者が引きずり防止の設計等の安全確保のための措置に対する検査基準等を設定している場合は、検査 

結果表「８上記以外の検査項目」欄に「１（１４）ブレーキ対策」と記入し、その内容  

    （例：「エレベーターが正常に走行することを確認」等、製造者が設定する検査基準参照）と検査結果を 

記入してください。 

 

④  ４（６）調速機ロープの解説  （業務基準書 ２８３ページ） 

   釣合おもり側の調速機ロープがある場合は、検査結果表「８上記以外の検査項目」欄に検査結果を記載  

してください。 

   上記の③④の「８上記以外の検査項目」欄の記入例は下表（ホームページ掲載予定）を参照ください。 
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⑤接触器、継電器及び運転制御用基板の解説（業務基準書 ２２８ページ） 

  製造者による判定基準等が開示されていますので、それぞれの製造元の該当機種、該当接触器の 

判定基準（目視、回数、年数等）及びフェールセーフ設計の有無を確認し検査実施願います。 

 

112 検査結果表（接触器、ブレーキプランジャーストローク）の記入について   H29.05.15 

 新検査結果表の「電動機主回路用接触器の主接点」「ブレーキ用接触器の接点」「ブレーキプランジャーストロ

ーク」について、誤記入・未記入等が多数あり苦慮しています。修正依頼等で検査者の皆さんにも多大な負荷を

おかけしていることと思います。検査報告済証の発行も遅れることになりますので、下記の誤記入・未記入例を

参照いただき、誤記入・未記入の改善をお願いします。 

 

＜誤記入・未記入例＞ 

 

１）電動機主回路用接触器の主接点、ブレーキ用接触器の接点（定期検査業務基準書２２４頁参照） 

 ①最終交換日の下に該当の接触器名称が記入されていない。 

 ②該当の接触器名称の下に使用年数、使用回数等が記入されていない。（交換基準なしは記入不要） 

 

 

③交換基準を超えていても「指摘なし」に判定されている。 

 ④インバーター制御方式で電動機主回路用接触器がないものがありますので、各社の基準書に基づき記入  

してください。 
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２）ブレーキプランジャーストローク（定期検査業務基準書２３８，２３９頁参照） 

①要改善ブレーキに該当しないものは、「イ．構造上対象外」に〇をしてください。 

②要改善ブレーキに該当するものは、「プランジャーストロークの測定報告書」を添付してください。 

③製造者が引きずり防止の措置等に対する検査基準等を設定している場合は「８上記以外の検査項目」欄等に 

「（１４）ブレーキ対策」と記入し、その内容と検査結果を記入してください。 

記入例）「1(14)ブレーキ対策 エレベーターが正常に走行することを確認する」 

 検査結果＝指摘なしに 「〇」 

⑤要改善ブレーキには該当しないが、定期検査時にプランジャーストロークを測定するよう製造者が定めている

ものがあります。各社の基準書に基づき記入してください。 

114 「要改善ブレーキ」の定期検査報告書等の記入方法について  H29.07.10 

 「要改善ブレーキ」に該当するエレベーターについては、定期検査報告に合わせて、「【様式２】プランジャー

ストロークの測定報告書」を添付して報告するよう通知済（H29.5.15 №112 3-2)-②）ですが、この度、特定

行政庁業務連絡会議の席上で、「要改善ブレーキ」の報告方法について、下記のとおり決定しましたので、本日以

降提出分については、この記入方法により記入して提出願います。 

１）「要改善ブレーキ」改善未完了の場合 

 定期検査報告書（第３６号の４様式）第二面の【８．備考】欄へ「要改善ブレーキ」と記入して報告する。 

また、検査結果表（別記第一号）の１（１４）ブレーキのプラン 

ジャーストロークは、「ロ」を〇で囲み、製造者が指定する 

要重点点検・要是正となる基準値を記入し検査で測定した寸法を記入する。 

 

 

２）「要改善ブレーキ」改善完了の場合 

 定期検査報告書（第３６号の４様式）第二面の【８．備考】欄へ「要改善ブレーキ（H29.〇.〇完了)」 

（〇は完了月日）と記入して報告する。完了日の次年度以降は記入不要。 

 また、検査結果表（別記第一号）の１（１４）ブレーキのプランジャーストロークは、「イ」を〇で囲み、 

「８上記以外の検査項目」に「１（１４）ブレーキ対策 

温度ヒューズを取り外しエレベーターが停止していること。」 

等のブレーキ引きずり防止の措置を記入する。 
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115 電動機主回路用接触器、ブレーキ用接触器の検査結果表記入について  H29.08.07 

 電動機主回路用接触器、ブレーキ用接触器について、フェールセーフ設計に該当する接触器と、該当しない接

触器が混在する機種があります。混在する場合は、フェールセーフ設計に該当しない接触器の交換基準、最終交

換日、接触器名称、稼働年数、作動回数を検査結果表に記入して報告願います。 

 記入例は下記のとおりですが、この記入例で示す別添用紙は製造者が指定する用紙を使用してください。 

各接触器の検査事項は、製造者が指定する基準に基づき、接点の摩耗状態、開閉回数等を選択し検査してくださ

い。記入例では、目視確認実施の場合に「要」となる「接点の摩耗状態」「可動部の状況」にチェックし検査した

ものになります。接触器の種類により、開閉回数、使用年数になるものもあります。 
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115 昇降機事故発生時の特定行政庁への報告について  H29.08.07 

 昇降機における死亡若しくは重症の人身事故等が発生した場合は、速やかに特定行政庁に報告しなければなり

ません。速やかな報告が必要であることを、所有者・管理者の皆様に周知願います。また「昇降機事故報告書」

の作成に当たっては、保守点検業者皆様のご協力をお願いします。 

（下記、「昇降機の適切な維持管理に関する指針」（抜粋）及び解説参照）  

 

＜昇降機の適切な維持管理に関する指針＞（抜粋） 

 

第３ 事故・災害の発生時の対応 

 

１ 所有者は、人身事故が発生した場合は、応急手当その他必要な措置を速やかに講じるとともに、消防及び 

 警察に連絡するものとする。 

 

２ 所有者は、前項の人身事故が昇降機における死亡若しくは重症又は機器の異常等が原因である可能性のる 

人身事故に相当する場合は、別表１の昇降機事故報告書により速やかに特定行政庁に対して報告するものとし、 

当該報告書の作成に当たって必要に応じて保守点検業者の協力を求めるものとする。 

 

３～５ 省略 

 

＜昇降機の適切な維持管理に関する指針＞ （解説）解説書３６ページ 

 

第２項 特定行政庁への報告 

 

 人身事故において死亡者若しくは重症者が発生した場合、又は昇降機の機器の異常等が原因で発生した可能性 

のある人身事故若しくは利用者に重大な影響を及ぼすおそれのある事象が発生した場合は、所有者等は速やかに 

特定行政庁＊注１）に対し報告＊注２）（具体的には、地域を管轄する都道府県又は市町村等の建築行政担当課に 

報告）しなければなりません。昇降機事故報告書の作成に当たっては、必要に応じて保守 点検業者の協力を求 

めてください。当該報告書には、事故原因、事故防止対策等直ちに記入できない項目もあるので、記入できる範 

囲で作成し迅速に報告することが重要です。 

 

 ＊注１）建築主事（建築計画が建築基準法に適合していることを確認する役割を担います。）を置く市町村の  

区域についてはその市町村長、その他の区域については都道府県知事をいいます。 

 

 ＊注２）報告すべき事故か判断できない場合には、まずは特定行政庁に事故の概要を口頭で報告し、報告書提

出の要否を確認してください。 
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117 定期検査業務基準書２０１７年版の改訂概要（２０１６年版からの変更点）  H29.10.05 

「昇降機・遊戯施設 定期検査業務基準書２０１７年版」が刊行・販売され、講習会についても、前号で案内し

ましたが、その講習会で改訂概要（２０１６年版から変更点）の説明がありましたので、主な改訂概要について、

下記のとおり（改訂部分を朱書き）お知らせします。 

＜主な改訂概要＞ 

２章. 昇降機・遊戯施設定期検査報告書の書式及び記入要領 

(1) 既存不適格について 

①段差解消機に係る構造基準（平 12 建告第 1413 号）の一部改正により、段差解消機の昇降行程に係る 

規定が改正されたことを受け、以下検査事項を「既存不適格表」に追加  （2016 年版：P50） 

 （改正告示の施行は平成 30 年 4 月 1 日） 

・4(3)かごの戸又は可動式の手すりのスイッチの設置及び作動の状況 

・4(8)用途、積載量及び最大定員の標識の設置及び表示の状況 

・4(9)車止めの取り付けの状況（車止めがある段差解消機のみ対象） 

 ⇒設置基準について不明なため詳細確認中です。詳細判明後、再度、お知らせします。 

・5(2)乗り場の戸又は可動式の手すりのスイッチの作動の状況 

 

 昇降行程が１ｍ以下のものも検査が必要になり、手すりのスイッチ等の装置がないものは、「抹消」から 

「既存不適格」に変わります。 

  

②遊戯施設に係る既存不適格を整理  （2016 年版：P51） 

 

３章. 昇降機・遊戯施設の検査項目、検査方法及び判定基準 

(1) 遊戯施設の検査項目、検査方法及び判定基準、添付書類 

① 平 20 国告 284 号の主な改正概要を追記  （2016 年版：P157） 

② 平 20 国告第 284 号改正にあわせ、別表、検査結果表の修正  （2016 年版：P157～P190） 

 改訂箇所の詳細は省略します。 （2017 年版：P157～P193 を参照ください。） 

 

４章. 昇降機の検査項目、検査方法、判定基準の解説 

 

(1) ロープ式エレベーター 

 

① かご外への連絡装置等に係る運用基準が明確化されたことに伴う解説の見直し （2016 年版：P270） 

【平 20 国告第 283 号の改正は無し】 

 

・3(8)外部連絡装置(略) 設置及び作動の状況 

 

〇検査対象の解説 

 検査対象となるものは、令第１２９条の１０第３項第三号（停電等の非常の場合においてかご内からかご外に 

連絡することができる装置）に規定された装置（外部連絡装置）であり、外部連絡装置とは、インターホン、警 
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報ベル又は電話機等のかご内からかご外の人に合図を行える装置全般をいいます。 

外部連絡装置を複数設けている場合は、すべて検査対象となります。 

なお、電話機（建築物に設置された電気通信設備を含む）には、電話回線を通じてかご内からかご外に連絡を行 

える装置一般を含みます。 

 電話機については、当該建築物外の停電又は電話回線の輻輳等により一時的に外部連絡できない場合がありま 

す。このことを建築物の所有者等が認識した上で、保守会社等に外部連絡装置として設置させた場合は、検査対 

象となります。 

 

〇検査方法の解説 

 外部連絡装置は、通常電源の場合と停電の場合との両方で、機能が満たされていることを確認する必要があり

ます。電話機についても、通信経路に該当する設備等については、必要に応じて所有者、管理者等に確認し、必

ず停電検査を実施してください。  

 なお、建築物外の通信事業者及び受信会社の設備の停電検査は必要ありません。 

〇判定基準の解説 

 次のような場合は要是正としてください。 

 

１）常時連絡可能ではないと考えられる場合 

 外部連絡装置が設置されている管理人室、事務所等に管理人等が常駐していない場合又は外部連絡装置を住戸 

内等に設置している場合は、常時連絡可能とはいえないため、要是正としてください。ただし、外部（共用部等） 

でインターホン等の鳴動が確認でき、鳴動時の対応方法が明示されている等の適切な措置が講じられている場合 

は、指摘なしと判定してください。 

 

２）停電検査を適切に実施していない場合 

 外部連絡装置の停電検査を適切に実施していない場合、要是正となります。電話機についても、建築物内の通 

信経路について、関連装置（ＰＢＸ、ルーター等）を含めて全て停電させた状態として検査する必要があります。 

 

３）複数の外部連絡装置を設けているが、すべての検査を行っていない場合 

 複数の外部連絡装置を設けている場合、すべての外部連絡装置について検査が必要となりますので、例えばそ 

のうち一つでも２）に該当するような場合は要是正としてください。ただし、一つの外部連絡装置で常時外部に 

連絡できる場合は、当該装置のみを検査し、他の装置を特記事項欄に記入してください。 

 

４）外部連絡装置が、エレベーターの三方枠又はその付近の壁といった、シャッター等で覆われてしまう場所に 

設置されている場合 

 

〇定期検査報告書等の記入方法の解説 

 外部連絡装置を複数設けている場合は、「特記事項」欄に装置名及び検査結果を全て記入してください 

（インターホンだけが複数台設置されているなどの場合は、記入不要です）。 

 

②施錠装置について運用を明確にするため、判定基準の解説に加筆するとともに、図の追加等   

（2016 年版：P283～P284） 
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【平 20 国告第 283 号の改正は無し】 

 

・4(11)施錠装置 ロック機構の状況 

 

〇判定基準の解説 

 施錠装置は、ラッチの自重、スプリング等により機械的に施錠されていることを確認してください。また、施 

錠装置を電動で作動させるものにあっては、制御用電源が断たれても機械的に施錠されていることを確認してく 

ださい。 

保持力減少の確認は、施錠された状態で戸を強く引くなどして、施錠が外れないことを確認してください。な 

お、平２０国告第１４４７号第六号に、ラッチの係合部分の寸法が定められていますので、図の例に示すように

７ｍｍ以上かかっていることを確認してください。摩耗等により係合部分（係合部が摩耗した例のＡ部）の角度

が変化して施錠に係る力が減少する状態となっている場合は、要是正としてください。 

 

(2) 段差解消機 

段差解消機に係る構造基準（平 12 建告第 1413 号）改正に伴い、以下、段差解の検査項目に係る解説の見直 

し【平 20 国告第 283 号の改正は無し】 

・4(3)かごの戸又は可動式の手すりのスイッチの設置及び作動の状況   （2016 年版：P444～P445） 

関係法令 平１２建告第１４１３号第１第九号ハ 

 ハ 制御器は、昇降行程が 1.0ｍを超えるものにあっては、かご及び昇降路のすべての戸又は可動式の手すり 

が閉じていなければかごを昇降させることができないものとすること。 

 

・4(8)用途、積載量及び最大定員の標識の設置及び表示の状況（2016 年版：P447） 

 

・4(9)車止めの取り付けの状況（車止めがある段差解消機のみ対象）（2016 年版：P447） 

 ⇒設置基準について不明なため詳細確認中です。詳細判明後、再度、お知らせします。 

・5(2)乗り場の戸又は可動式の手すりのスイッチの作動の状況（2016 年版：P452） 
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５章. 遊戯施設の検査項目、検査方法、判定基準の解説 

 

(1) ５章共通【下記、全般見直し】（2016 年版：P543～P602） 

①全ての検査項目に「（ろ）検査事項」、「（は）検査方法」、「（に）判定基準」を掲載 

②関係法令を整理 

② 平２０国告第２８４号の改正にあわせ解説の見直し 

③ 検査結果表「別記（注記）」の内容を掲載改訂箇所の詳細は省略します。 

（2017 年版：P549～P642 を参照ください） 

 

６章. 関連通知等 

 

(1) 定期報告関係通達及び事務連絡について、「共通（変更無し）」、「昇降機（変更無し）」「遊戯施設 

（以下(2)の技術的助言を追加）」に分類分け    （2016 年版：P603～P624） 

(2) 遊戯施設定期検査告示改正に係る技術的助言を追加（2016 年版：記載なし） 

 改訂箇所の詳細は省略します。（2017 年版：P643～P666）を参照ください。 

 

※上記の他、「2016 年版 正誤表（2017.8.31 現在）」について、2017 年版で対応済み。 

 改訂概要は別紙添付しますが、下記の昇降機センターＨＰにも掲載されていますので参照ください。 

 http://www.beec.or.jp/publication/book/documents/elekaitei20170921.pdf 

 日本建築設備・昇降機センター＞出版・情報交流の出版物の発行書籍＞ 

 昇降機・遊戯施設定期検査 業務基準書 2017 年版に「改訂概要」がＰＤＦで掲載されています。 

 

 

121 油圧エレベーターの検査項目「４(12)ガイドレール及びレールブラケット」について   H30.02.06 

 油圧エレベーターの検査項目４(12)ガイドレール及びレールブラケットを既存不適格で報告される間違いが数

件あり、その都度修正依頼でお知らせしていますが、平成２９年８月３１日に定期検査業務基準書２０１６年版

の正誤表が発行され、既存不適格には該当しないことに訂正されています。今後、報告されるもので、油圧エレ

ベーターの４(12)ガイドレール及びレールブラケットは既存不適格に判定しないよう徹底ください。 

また、油圧エレベーターの１(20)駆動装置等の耐震対策について、判断基準の施行日は「平成２１年９月２８

日」になりますのでご注意ください。定期検査業務基準書の既存不適格の判断基準一覧表（２０１６年版：４７

ページ、２０１７年版：４７ページ）では、ロープ式エレベーターの１(18)と同じ行に油圧エレベーターの１(20)

が記載されており、ロープ式エレベーターの施工日「平成２６年４月１日」と紛らわしくなっていますが、同業

務基準書の第４章の解説（２０１６年版：３４９ページ、２０１７年版：３５４ページ）に既存不適格の解説と

して、「平２１国告第７０３号施行の平成２１年９月２８日を基準に判定してください。」と解説されています。 

 

 

124 機械室内の換気設備の検査について（特定行政庁ご指導）   H30.5.10 

 機械室内の換気設備の検査において、外部からの騒音対策で換気ダクトが塞がれているものがあり、換気扇の

作動状態のみを検査するのではなく、換気口等も含めて検査するよう特定行政庁ご担当者様からご指導がありま

した。エレベーター機械室の換気については、令第１２９条の９第三号で、換気上有効な開口部又は換気設備を

設けることと規定されています。室温を４０℃以下に保つための換気設備であること等を所有者・管理者に説明

し換気口を塞ぐことのないよう留意願います。 
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124 要改善ブレーキ対象エレベーターの技術情報について   H30.5.10 

 三菱製のエレベーターについて、改善措置が必要である構造のブレーキ（要改善ブレーキ）に関する技術情報

が三菱電機ビルテクノスのホームページに掲載されています。技術情報に則った検査、改善措置を実施願います。   

  

                                                                            

特定行政庁からの情報提供等で把握できたエレベーターについては、定期検査報告書第二面【８．備考に「要

改善ブレーキ」を印字（報告月が７月以前のものは除く）していますので、定期検査報告書にプランジャースト

ロークの測定報告書を添付すると共に、対策が完了していないエレベーターについては、検査結果表１（１４）

巻上機・ブレーキ・プランジャーストロークの状況は「ロ．製造者が指定する」に〇をして基準値（2±0.5mm）

を記入してください。 

対策完了済のエレベーター は「イ．構造上対象外」に〇をして、今年度の報告に限り、定期検査報告書第二面

【８．備考】に「要改善ブレーキ（Ｈ〇〇．○○．○○完了）」のように完了日を追記し、プランジャーストロー

ク の測定報告書に建物情報等の基本項目に加え、改善完了日、改善内容を記入し添付して提出ください。 

  尚、リニューアル工事や改造工事を実施しているエレベーターについては対象外となりますので、定期検査報

告書第二面【８．備考】に印字の「要改善ブレーキ」は抹消線にて取消しをお願いします。 

 

  また、報告月が７月以前のエレベーターについては定期検査報告書第二面【８．備考】に「要改善ブレーキ」

を印字していませんので、検査員の皆様で追記願います。追記されていない場合は、問合せ・修正依頼をさせて

いただきます。 

 

125 主索、主索の取付部等の既存不適格の判定変更時の特記事項記入のお願い   H30.6.8 

 昇降機・遊戯施設定期検査業務基準書２０１６年版講習会のＱ＆Ａ（Ｈ２９．８．３１昇降機センターのホー

ムページに掲載）で、主索の径の状況の既存不適格の判断について、『「昇降機技術基準の解説」の P1.3-130、

131（主要な支持部分の強度評価比較表）において、評価の基準値、強度評価における条件に合致しており、地

震時の強度の評価が省略可となっているものは、既存不適格を解消できます。 

平成 12 年建告第 1414 号施行前のエレベーターについては別途強度計算が必要です。』の回答があり、 

主索等の判定を前年度「既存不適格」→今年度「指摘なし」に変更されて報告されるものがありますが、変更

理由については、検査結果表の特記事項に必ず記載するようお願いします。 

 誤記入 or 判定変更かの判断に苦慮していますので、よろしくお願いします。 
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126 昇降機の定期検査報告書 第二面【５．昇降機の概要】について   H30.7.6 

 第二面【５．昇降機の概要】の【ハ．駆動方式】【ニ．用途等】【ホ．機械室の有無】はエレベーターの場合の

み□に✔が必要になります。小荷物専用昇降機の報告書で「荷物用」に✔を記入するなどの誤記入があります。

下記を参照いただき誤記入のないようお願いします。 

※報告書記入の注意（１．各面共通関係、２．第一面関係、３．第二面関係～、～省略） 

⑫５欄の「番号」は、報告する昇降機を特定できる番号、記号等を記入してください。 

⑬５欄の「イ」は、建築設備である昇降機の場合には「建築設備」 

のチェックボックスに、工作物である昇降機の場合には「工作物」 

のチェックボックスに、それぞれ「レ」マークを入れてください。 

⑭５欄の「ロ」は、「エレベーター」、「エスカレーター」又は「小荷物専用昇降機」のうち該当するチェックボッ 

クスに「レ」マークを入れ、エレベーターであって階段の部分、傾斜路 

の部分その他これらに類する部分に沿って昇降するものは、併せて 

「斜行」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

⑮５欄の「ハ」は、「ロ」で「エレベーター」の場合に、「ロープ式」、「油圧式」又は「その他」のうち該当する 

チェックボックスに「レ」マークを入れ、「その他」のチェック 

ボックスに「レ」マークを入れたときは、併せてその具体的な 

駆動方式を記入してください。 

 ⑯５欄の「ニ」は、「ロ」で「エレベーター」の場合に、「乗用」、「寝台用」、「自動車運搬用」 

又は「荷物用」のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、 

併せて、「乗用」の場合に、「人荷共用」又は「非常用」のうち該当する 

チェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

「荷物用」とは、エレベーターのうち、乗用、寝台用又は自動車運搬用以外のものをいいます。 

⑰５欄の「ホ」は、エレベーターについてのみ、「ヘ」の「電動機の定格容量」は、駆動装置が電動機である場合 

のみ、「定員」は乗用エレベーターについてのみ、「踏段の幅」はエスカレーターについてのみ、「勾配」はエスカ 

レーター及び階段の部分、傾斜路の部分その他これらに類する部分に沿って昇降するエレベーターについてのみ 

それぞれ記入してください。 

126 検査済証が交付されていない昇降機の定期検査報告について   H30.7.6 

 以前より、検査済証が未交付で定期検査報告もされないまま使用されている昇降機については、該当の特定行

政庁に相談し、定期検査報告を受理していただくよう通知していますが、まだまだ相当数の物件があるようです。

建物等に不備があるなどの理由で容易には進まないことではありますが、該当物件については個別対応しますの

で情報連絡をお願いします。 

129 要是正判定項目の改善完了・改善予定日について  H30.10.5 

 平成３０年４月以降に受付けた定期検査報告の中で、要是正の指摘が下表のとおり多数あります。 

要是正は、修理や部品の交換等により是正することが必要な状態であり所有者等に対して是正を促すものです。 

中でも安全に係るもので、かつ、劣化・損傷が安全性に影響を及ぼす項目については、速やかな改善が必要です。

その項目で改善完了未報告のものが６３７件、更に「改善予定なし」のものが４７１件もありま す。 

「改善予定なし」のものについて特定行政庁より個別に問合せもあります。戸開走行等の重大な事故に至るおそ

れもありますので、是正判定されたものについては、早急に改善（部品交換等）完了し、改善完了届を提出して

いただきますようよろしくお願いします。 

 



16 
 

130 定期検査報告書の再提出・訂正（特定行政庁提出後）について   H30.11.6 

定期検査報告書第一面の所有者・管理者の変更もれ、検査結果の判定間違い等の理由で、再提出をされるもの

が数件発生しています。これらの記載内容の間違いについては検査協議会ではチェックできない項目です。報告

書提出前に間違いがないか必ずチェックするようお願いします。特定行政庁へ提出後の再提出については、有っ

てはならないことで受付不可の場合もあります。 ご留意ください。 

 やむを得ず再提出される場合は、届出書（送付№（協議会に問合せください）、整理番号、建物名称、再提出理

由等を記載した用紙）を添付して提出してください。また、特定行政庁へ直接出向き報告書記載内容を訂正され

る場合も含み、必ず検査協議会へも訂正内容を通知ください。入力内容の修正、概要書の再発行等が必要になり

ます。報告書類の記入間違いのないよう再度のお願いを申し上げます。 

 

 

131 小荷物専用昇降機の廃止届提出のお願い（更新工事で撤去したもの）   H30.12.10 

 小荷物専用昇降機の台帳整備につきましては、関係者皆様のご理解、ご協力により４，１３３台を登録し廃止・

休止・対象外（官公庁等）も順次登録できています。台帳整備する中で更新工事等により撤去されているものが

台帳に残り重複登録されているものもあります。更新工事等で本体を撤去された場合は、エレベーター同様に廃

止届の提出をお願いします。撤去号機の台帳登録有無が不明のものについては、お手数をおかけしますが、協議

会にお問い合わせくださいますよう重ねてお願いい たします。 

 

 

133 昇降機等の定期検査の適正な実施について（特定行政庁通達）   H31.2.12 

 この度、他地区において、無資格者による定期検査の実施、有資格者による事実と異なる検査結果の記載等が 

国土交通省に報告され、特定行政庁から保守（検査）会社に対し、適正な定期検査の実施を周知するよう通知が 

ありました。 

 関連の保守（検査）会社には、別途「昇降機の定期検査の適正な実施について」（H31.2.6 付け検査協議会 

発信文書）を送付していますが、定期検査報告に携わる関係者の皆様は定期検査報告制度に則り、特に下記の 

注意喚起通知事項を遵守するようお願いします。 

 

≪注意喚起通知事項≫ 

・昇降機等の安全を確保するため、適正に定期検査を実施すること。 

・違法行為を把握した場合は、速やかに国土交通省又は特定行政庁へ報告すること。 

・次の行為を行わないこと。 

  無資格者による定期検査の実施 

  定期検査報告書への検査を実施していない検査者氏名の記載 

  事実と異なる検査結果の記載 

 

134 荷物用エレベーターの検査対象項目に関する注意事項について   H31.3.11 

 荷物用エレベーター（ロープ式・油圧）で、乗用（人荷用含む）・寝台用エレベーターと異なる下記の検査項 

（①はかり装置、②停電灯装置、③地震時等管制運転装置）について、再確認いただきますようお願いします。 

①はかり装置（ロープ式：2. 8、油圧：2. 7）⇒荷物用は検査の対象外 

②停電灯装置（ロープ式：3.12、油圧：3.13）⇒荷物用は検査の対象外 

                                      ⇓ 

令第１２９条の１０第３項第四号で規定されている「はかり装置」「停電灯装置」は、乗用エレベーター又は寝台

用エレベーターに限られており、荷物用エレベーターは除外される。 
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＜関連規則＞ 

令第１２９条の１０（エレベーターの安全装置） 

１～２ 省略 

３エレベーターには、前項に定める制動装置のほか、次に掲げる安全装置を設けなければならない。 

一～三 省略 

四 乗用エレベーター又は寝台用エレベーターにあっては、次に掲げる安全装置 

イ 積載荷重に 1.1 を乗じて得た数値を超えた荷重が作用した場合において警報を発し、かつ、出入口の戸の閉

鎖を自動的に制止する装置 

ロ 停電の場合においても、床面で１ルクス以上の照度を確保することができる照明装置 

４ 省略 

③地震時等管制運転装置（ロープ式：2.10、油圧：2.14）が検査の対象外になるもの 

a. 乗用エレベーター（人荷用含む）、寝台用エレベーターで昇降行程が７ｍ以下のもの 

b. 平２５国告第１０５２号第２で安全上支障がないものとして国土交通大臣が定めた構造方法のもの                     

                   ⇓ 

荷物用エレベーターで昇降行程が７ｍ以下であっても、かご内で人が操作できる（かご内に操作盤がある） 

ものは、平成２５国告第１０５２号第２で安全上支障がないものとして国土交通大臣が定めた構造方法に該当し

ないため検査の対象となります。従い、この項目は抹消できません。 

＜関連規則＞ 

・平成１２年建設省告示第１４１３号 

（特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの構造方法を定める件） 

第１ 建築基準法施行令（以下「令」という。）第１２９条の３第２項第一号に掲げる規定を適用しない 

特殊な構造又は使用形態のエレベーターは、次の各号に掲げるエレベーターの種類に応じ、それぞれ当該各号

に定める構造方法を用いるものとする。以下省略 

 一～三 省略 

四 昇降行程が７ｍ以下の乗用エレベーター及び寝台用エレベーター 

 令第１２９条の６、第１２９の７、第１２９の８第２項第二号、第１２９条の９、第１２９条の１０第３項第

一 

号、第三号及び第四号並びに同条第４項の規定によること。ただし、第一号に適合するものにあっては令第１２

９ 

条の６第一号及び第四号の規定、第二号に適合するものにあっては令第１２９条の７第一号の規定、第三号に適

合 

するものにあっては令第１２９条の７第一号及び第１２９条の９の規定、第六号に適合するものにあっては令第

１ 

２９条の１０第３項第四号イの規定は、それぞれ適用しない。 

                   ⇓ 

昇降機技術基準の解説（２０１６年版 抜粋 1.3-9 頁） 

 令第１２９条の１０第二号及び平２０国告第１５３６号で、地震その他の衝撃が生じた場合に出入口の戸、非

常着床用出入口の戸の位置に自動的に停止し、戸を開いて利用者をかごから退避させ可能な限り閉じ込め被害を

少なくする機能を持った、地震時等管制運転装置の設置が義務付けられているが、本号では乗用エレベーター及

び寝台用エレベーターに限り、昇降行程が短い（昇降行程が７ｍ以下）エレベーターでは、令第１２９条の１０

第３項第二号の規定を適用除外としている。 

五～十 省略 

・平２５国告第１０５２号第２ 
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令第１２９条の１０第３項第二号及び第三号の規定を適用しないことにつき安全装置について 

 安全上支障がない乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベーターの構造方法は次の各号に掲げ

るものとする。 

一 物を運搬する昇降機で、かご内から人が操作できない位置に操作盤を設置するものであること。 

二 かご内に人が乗り昇降できないものであることを明示した標識をかご内の見やすい場所、昇降路の出入口の

戸の近くの見やすい場所及び操作盤の近くの見やすい場所に掲示すること。 

・令第１２９条の１０第３項第二号 

 地震その他の衝撃により生じた国土交通大臣が定める加速度を検知し、自動的に、かごを昇降路の出入口の戸

の位置に停止させ、かつ、当該かごの出入口の戸及び昇降路の出入口の戸を開き、又はかご内の人がこれらの戸

を開くことができることとする装置 

・令第１２９条の１０第４項 

 前項第一号及び第二号に掲げる装置の構造は、それぞれ、その機能を確保することができるものとして、国土

交 

通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。 

 ※国土交通大臣が定める加速度、構造方法⇒平２０国告第１５３６号 

・平２０国告第１５３６号第２第一号・二号 

一 地震時等管制運転装置は、建築物に加速度を検知することができるよう適切な方法で設置すること。 

二 加速度を検知する部分は、機械室又は昇降路内（かごが停止する最下階の床面から昇降路の底部の床面まで

の 

部分に限る。）に固定すること。ただし、昇降路に震動が頻繁に生じることにより加速度を検知する上で支障があ 

る場合にあっては、この限りでない。 

135 エレベーターの地震対策の実施について（国住指第４２９４号）  H31.4.12 

 昨年６月１８日に発生した大阪府北部を震源とする地震で、エレベーターの閉じ込めや運転休止が多数発生し、

一部では、公共交通機関の停止、交通渋滞等の影響により、閉じ込め救出・運転復旧への対応に長時間を要しま

した。国土交通省では、昨年８月３日に開催された社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・災害対策部会

において了承されたエレベーターの停止の早期復旧・閉じ込めの早期救出等に向けた取組みの方向に基づき、対

策を検討しているところで、エレベーターの地震対策の実施及びエレベーター保守事業者による地震時の対応に

ついて理解・協力を依頼されています。依頼内容の詳細は省略しますが建築基準法令に規定されているエレベー

ターの地震対策項目と地震対策関連の検査項目で既存不適格判定された件数を各県別に集計しましたのでご参考

ください。 
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１）建築基準法令に規定されているエレベーターの地震対策項目 

 （令第１２９条の４、８、１０関係） 

①かご及び釣合おもりがガイドレールから外れることを防止する措置 

②ロープが滑車から外れることを防止する措置 

③釣合おもりが脱落することを防止する措置 

④かご及び主要な支持部分の耐震計算 

④ 駆動装置・制御器が地震の震動により転倒又は移動しないようにする措置 

⑤ 地震時管制運転装置の設置 

 

２）大規模地震発生時のエレベーター早期復旧等に関する協力のお願い 

エレベーター早期復旧のためにご理解をお願いする事項及びご協力をお願いする事項を掲載したリーフレット 

（添付別紙参照）が、一般社団法人 日本エレベーター協会のホームページの資料室のお役立ちリーフレット 

内に掲載されています   （https://www.n-elekyo.or.jp/about/document.html）。 

 

136 前年度分の定期検査報告について   R01.5.14 

 前年度分の定期検査報告書が今年度４月末時点で１５８台届いています。特定行政庁巡回の中で、今年度検査

分が前年度分の報告であることを報告者（所有者・管理者）が理解されていないことがあるとの指導がありまし

た。検査実施に当たり、今回の検査は前年度のものであること、定期検査報告書の写しを報告者に提出する際は、

前年度の報告であることを明記するなどして間違いのないようお願いします。また、検査協議会でも前年度のも

のか今年度のものかの判断について、定期検査報告書第二面の２．ロ前回の検査の有無を確認し、有りの場合は

前年度分の報告として受付けていますが、後日に、今年度分であったと訂正をされることもあります。このよう

な不具合をなくすために、前年度分の報告については前年度分であることがハッキリ分かるよう（例：定期検査

報告書第一面の余白に「前年度（〇〇年）分」と記載）に明記して提出するようお願いします。 

 

https://www.n-elekyo.or.jp/about/document.html
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141 機械室ありロープ式エレベーターのガイドレールの既存不適格判定について  R01.10.4 

 ロープ式エレベーターの検査項目「４（１０）ガイドレール及びレールブラケット」について、荷重が常時作

用していないと思われる特殊構造でない機械室ありのエレベーターで「既存不適格」として報告されるものがあ

ります。平２５国告第１０４７号（主要な支持部分の耐震基準）において、機械室ありロープ式の主要な支持部

分は、主索・主索の端部・マシンビームが該当し、特殊な構造以外で荷重が常時作用しないガイドレールは主要

な支持部分に該当しないので、「既存不適格」ではなく、ガイドレールに著しい損傷等の異常が無ければ「指摘な

し」の判定になります。前年度の判定が「既存不適格」で、今年度「指摘なし」に訂正される場合は、検査結果表

の特記事項に判定変更（前年誤判定）を記載して報告のこと。 

 

141 関連する検査項目（速度と非常止め形式等）の誤記入注意  R01.10.4 

 検査結果表の検査項目において関連のある項目の記入誤りがあります。定期検査報告書提出前に下記について

再確認ください。訂正依頼が多く発生し報告書処理に多大な影響を及ぼしています。 

①定格速度６０m/min 以上で非常止め形式が早ぎき式 

②調速機・調速機ロープありで、張り車を抹消 

③調速機・調速機ロープありで、スラックロープ式を選択 

④かご吊り車とかご下綱車の両方共あり（釣合おもりの吊り車との不一致もある） 

⑤接触器の交換基準が「著しい摩耗」で、目視により確認が「確認不可」を選択 

 

142 定期検査報告書第二面【５.昇降機の概要 チ.製造者名】に改修会社名併記のお願い  Ｒ01.11.8 

 制御盤一式を他社製に交換する等の改修工事（制御リニューアル）を実施した場合は、第二面の【5.昇降機の

概要】の【チ.製造者名】に改修会社名を併記するようお願いしていますが、数年前に改修実施されている等で未

記入のものがあります。他社製改修の有無については、接触器名称でわかるものも一部ありますが、検査協議会

でのチェックは難しく、未記入に対する指摘は出来ていません。  

 第二面【5.昇降機の概要】【チ.製造者名】に改修会社名が未記載で改修実施されているものについては 必ず改

修会社を追記すると共に、検査結果表の特記事項に改修内容・改修年月の追記もお願いします。 
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142 改善完了届での建物情報等の登録内容変更不可について   R01.11.8 

 改善完了届提出時には、前回検査報告時から所有者・管理者・建物名が変更になり、改善完了届書で変更を要

請されることがありますが、改善完了届は要是正等の改善完了を報告するもので、建物情報等の変更を届けるも

のではありません。前回検査報告から、報告者・建物名等に変更があった場合は、新しい報告者・建物名称で改

善完了届を作成し報告することになりますが、昇降機台帳の所有者・管理者・建物情報等は、前回の検査報告書

に記載されている内容のままとします。ご留意ください。 

 

143 要是正判定項目の改善完了・改善予定日について   R01.12.5 

 平成３１年４月以降に受付けた定期検査報告の中で、要是正の指摘が下表のとおり多数あります。要是正は、

修理や部品の交換等により是正することが必要な状態であり所有者等に対して是正を促すものです。 

 中でも安全に係るもので、かつ、劣化・損傷が安全性に影響を及ぼす項目については、速やかな改善が必要で

す。その項目で改善完了未報告のものが７１８件、更に「改善予定なし」のものが５５１件もあります。「改善予

定なし」のものについて特定行政庁より個別に指導もあります。戸開走行等の重大な事故に至るおそれもありま

すので、要是正判定されたものについては、早急に改善（部品交換等）完了し、改善完了届を提出していただき

ますようよろしくお願いします。 

 

 

 

 

144 建築物・建築設備等に係る定期調査・検査の適切な実施について（国住防第７号）   R02.1.9 

 「定期報告制度の運用に関する調査事業」の調査結果に基づき、「建築物・建築設備等に係る定期調査・検査の

適切な実施について」（令和元年１２月２６日付 国住防第７号）が国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策

室長より発信されています。検査関連告示（告示第２８３号、第２８４号等）に定める検査方法によらないおそ

れのある検査が散見され、特に留意すべき事項についてリーフレットが発行されています。昇降機については「主

索の直径の測定位置」について指摘されています。リーフレットを添付しますので、検査者皆さんで一読いただ

き、適切な検査実施と検査結果表の作成について再確認願います。 

 尚、調査結果をもとにした昇降機等の事例集については、関連部署の審査の後、今年４月頃に昇降機センター

のＨＰで公表予定とのことです。 
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144 定期検査報告書第一面・第二面の誤記入、別添様式未添付の改善のお願い   R02.1.9 

 定期検査報告書関係書類の誤記入については、相当数の訂正依頼を発行していますが、第一面・第二面の訂正

には訂正印が必要なため、原本の返送等で多大な労力を要しています。下記の誤記入事例を参照いただき、提出

前に再チェックし、訂正依頼の削減にご協力願います。 

＜誤記入事例＞ 

①消せるボールペンは使用不可（報告者の方が使用される場合があります。受領時に確認のこと） 

②第一面右上の報告日（作成日）が検査実施日より前の年月日（検査日と同じ日は可） 

③報告者氏名と管理者氏名が異なる 

④第一面【４－ニ】改善予定の有無の✔について、要是正（既存不適格を除く）、要重点点検の指摘が無いの

に、無に✔している（第二面【６－ハ】の改善予定の有無の✔も同様） 

⑤第二面【２－ロ】前回の検査に、前年の検査実施日を記入（前年の検査報告日＝検査協議会受付日） 

⑥第二面【２－ハ】前回の検査に関する書類の写しの有無に✔なし 

⑦第二面【３－イ～ト】検査者氏名、資格番号、勤務先が未記入 

⑧第二面【５－チ】他社製に改修されているが、改修会社名が未記入 

⑨第二面【７－ロ】不具合が無いのに不具合記録の無に✔（不具合記録の有無は不具合有りの場合に✔） 

＜別添様式未添付事例＞ 

①戸開走行保護装置ありで戸開走行保護装置検査結果表が添付されていない 

②要重点点検・要是正（主索、ブレーキパッドを除く）の指摘ありで別添２様式が添付されていない 

 

145 エレベーターの要改善ブレーキの安全確保の徹底等について（国住昇第８号）   R02.2.5 

 「エレベーターの要改善ブレーキの安全確保の徹底、適切な保守点検と部品交換の実施及び定期検査報告にお

ける記載の徹底について」（令和元年１２月４日付け、国住昇第８号）が国土交通省住宅局建築指導課昇降機等事

故調査室長から、関係各社・協会宛てに発信されています。 

 本件は、平成３１年１月１０日に新潟市内で発生したエレベーター事故の事故調査報告に基づくもので、下記

事項について周知するよう通知されています。 

 

① 要改善ブレーキの安全確保の徹底について 

要改善ブレーキについて早期に改善措置を完了させるとともに、温度ヒューズの設置等の改善措置を実施した 

際には動作確認を徹底すること。 

⇒検査結果表「８項 上記以外の検査項目」に記載し報告されています。 

 

② 所有者及び管理者への重要な部品の交換基準や欠陥に関する情報提供について 

製造業者においては、故障するとブレーキの動作に異常が発生するおそれのある部品（ブレーキ回路の接触器 

等）の交換基準や安全な運行に支障が生じるおそれのある欠陥に関する情報を所有者及び管理者へ提供すること。 

 

③ 保守点検に必要な情報の入手と部品交換の実施について 

保守点検業者においては、保守点検に必要となる維持管理マニュアル、重要な部品の交換基準、欠陥に関する情 

報を入手し、適切に保守点検を実施するとともに、交換基準超過前に必要な部品交換を促進すること。 

⇒接触器で交換基準超過による要是正指摘（改善予定未定）が多数あります。 

 

④定期検査報告における改善策の具体的内容等の記載の徹底について 

ブレーキ関連部品の交換、調整などの改善内容について、検査結果表の特記事項に記載すること。 

⇒ブレーキパッド交換等の改善内容の記載を継続してください。 
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145 小荷物専用昇降機の安全確保の徹底について（国住昇第１２号）   R02.2.5 

 「小荷物専用昇降機の安全確保の徹底について」（令和元年１２月４日付け、国住昇第１２号）が国土交通省住

宅局建築指導課昇降機等事故調査室長から、関係部署宛てに発信されています。 

 本件は、令和元年５月９日に大阪府で発生した小荷物専用昇降機事故の事故調査報告に基づくもので、下記事

項について周知するよう通知されています。 

 

①適切な維持保全の実施及び定期検査の実施・報告の必要性の周知について 

 定期報告対象の小荷物専用昇降機の所有者及び管理者に対し、適切に維持保全を実施するとともに、定期検査 

を実施し、特定行政庁へ報告する必要があることを周知すること。 

⇒検査協議会の台帳に仮登録（設置状況等不明で定期検査報告対象にしていないもの）のままで、一度も定期検 

査報告されていないものが台残っています。 

 

②既設の小荷物専用昇降機の施錠装置の交換の促進について 

 ドアロック装置の構造に関する標準（ＪＥＡＳ－Ａ５２６）に適合していない施錠装置については、係合部が 

摩耗すると解錠する方向のモーメントが可動ロック装置に発生し、解錠するおそれがあることから、特に既設の 

フロアタイプの小荷物専用昇降機の所有者及び管理者に対し、改修・交換等の機会を捉えて、施錠装置の係合部 

が摩耗しても解錠する方向のモーメントが可動ロック装置に発生しにくい構造のものに交換するよう促すこと。 

 

③小荷物専用昇降機の設置状況に関する情報提供について 

 定期報告の対象であったにもかかわらず、定期検査がなされず特定行政庁が把握できていなかったことから、 

国土交通省及び特定行政庁からの小荷物専用昇降機の設置状況に関する情報提供の依頼に協力すること。 

 

 

145 遊戯施設の身体保持装置等の定期的な点検等について（国住昇第９号）   R02.2.5 

 「遊戯施設の身体保持装置等の定期的な点検の徹底と異常を覚知した場合の安全管理の徹底について」（令和

元年１２月４日付け、国住昇第９号）が国土交通省住宅局建築指導課昇降機等事故調査室長から、下記につい

て、遊戯施設の所有者及び管理者に指導するよう特定行政庁宛てに通知されていますので、遊戯施設の点検・検

査に携わられる方はご留意ください。 

 

①身体保持装置の脱落防止装置の設置状況について、定期的に動作確認を実施するなど点検を徹底すること。 

また、部品交換を実施する場合は、動作機構や部品の強度等にも十分に留意すること。 

 

②脱落防止装置、車輪などの取付ピンやナットについて、合いマークを実施するなど目視にて容易に締結部分の

緩みを確認できるようにするとともに、始業前点検時等において締結部分の緩み確認を徹底すること。 

 

③ブレーキや身体保持装置の不具合など、重大な不具合や事故の発生が予想される異常を覚知した場合は直ちに

運行を中止するなど、安全管理の徹底を図ること。 
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145 巻胴式エレベーターの上部緩衝器又は上部緩衝材について   R02.2.5 

 巻胴式エレベーターの検査項目 

「４（４）上部緩衝器又は上部緩衝材」について、 

抹消で報告されるものが相当数あります。 

緩衝器については分かりやすいと思いますが、 

緩衝材のものもありますので、右記の写真（一例） 

を参照いただき、ガイドレール頂部に緩衝材がある 

場合は、その緩衝材の設置及び取付けの状況、劣化 

の状況を目視及び触診により確認し確認結果を検査 

結果表に記入するようお願いします。 

 

 

146 「１（１４）ブレーキ 構成機器の作動の状況」の検査について   R02.3.6 

 前号の本紙で「エレベーターの要改善ブレーキの安全確保の徹底等について（国住昇第８号）」を掲載し検査

結果表「８項 上記以外の検査項目」に温度ヒューズ等の検査内容が記載されている旨の通知をしています。引

きずり防止等の措置により改善措置が不要である構造のブレーキにおいては、製造者が指定する基準による検査

が必要で、この検査は「構成機器の作動の状況」の検査事項で行います。要改善ブレーキに温度ヒューズ等を追

加し改善完了となったものも製造者が指定する基準による検査が必要です。 

「構成機器の作動の状況」の検査について、下記しますので再確認をお願いします。 

○検査対象の解説 

１）ブレーキレバー、プランジャー等のブレーキを構成する機器の作動状況の他に、表面に緩衝のためのリング 

や磁気の遮蔽リングがある場合は、それらの欠損等によりブレーキの作動に影響を与えるので、取付けの状態も 

確認することを含みます。 

２）「ブレーキ制動時のプランジャーの状況」の判定フローにおいて引きずり防止の措置、引きずり検出の措置 

又は引きずり防止の設計等の安全確保のための措置を製造者が指定している場合は、それに基づいた検査が必要 

です。 

○判定基準の解説 

製造者が引きずり防止の措置、引きずり検出の措置又は引きずり防止の設計等の安全確保のための措置（ブレー 

キスイッチ、ブレーキの引きずりを検知できる温度ヒューズ又は温度センサー、ブレーキスプリングの調整等） 

に対する検査方法、判定基準、交換基準等を指定している場合は、製造者が指定する要是正又は要重点点検とな 

る基準により判定してください。 

○定期検査報告書等の記入方法の解説 

製造者が引きずり防止の措置、引きずり検出の措置又は引きずり防止の設計等の安全確保のための措置に対す 

る検査基準等を設定している場合は、「上記以外の検査項目」欄に「１（１４）ブレーキ対策」と記入し、その

内容と検査結果を記入してください。 
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147 主索の検査に関する検査結果表・別添１様式の記入について   R02.4.7 

 主索の検査結果について、既存不適格と要重点点検・要是正指摘が重複する場合の、検査結果表、別添１様式

の記入について、下記の記入例に基づき記入して報告するようお願いします。 

①既存不適格のみの場合 

 検査結果表の要是正と既存不適格に○、特記事項に既存不適格を記載する。別添１様式は指摘なしに✔と特記 

事項に撮影箇所を記入する。 

 

 

 

②既存不適格と要重点点検が重複する場合 

 検査結果表の要是正と既存不適格に○、特記事項に既存不適格、要重点点検内容を記載する。別添１様式は要 

重点点検に✔と撮影箇所を記入したラベル入りの主索写真を貼り付ける。ラベルの記載内容が不鮮明な場合は、 

特記事項に「建物名・号機、検査日、撮影箇所」を記載する。 

 



26 
 

③既存不適格と要是正が重複する場合 

 検査結果表の要是正に○、特記事項に既存不適格、要是正内容を記載する。別添１様式は要是正に✔と既存不 

適格を記載し撮影箇所を記入したラベル入りの主索写真を貼り付ける。 

ラベルの記載内容が不鮮明な場合は、特記事項に「建物名・号機、検査日、撮影箇所」を記載する。 

 

  

 

149 定期検査報告書類の両面印刷ご協力のお願い    R02.7.3 

 定期検査報告書の書類枚数削減のご依頼があり、書類の片面・両面印刷の現状について確認すると 

・定期検査報告書（第一面・第二面）単独号機の場合「両面印刷」。 

・複数でグループ（２台目以降第一面省略）の場合は「片面印刷」。 

・検査結果表・別添１様式では、「片面印刷」が多いが、数社で両面印刷。 

・別添２様式・戸開走行保護装置検査表等などは「片面印刷」。 

 と、様式の違いもありこのような結果です。検査結果表を片面印刷されている場合、印刷時に両面印刷して頂 

くと若干枚数も削減できます。 ご協力の程よろしくお願い申し上げます。 

150 「保守会社変更届」改定のお知らせ   R02.8.6 

 「保守会社変更届」を一部改訂しました。 

①所有者記入欄を削除 （所有者法人名・役職氏名・住所・郵便番号） 

②今年度の検査についての設問を変更 （御社がするか、しないかの設問に変更） 

③定検報告指定月欄の見直し 

④備考欄を広くしました 

⑤注意事項（３）建物用途、 

（４）前回検査の記録について 

 の注意事項の削除 

⑥必須項目を「二点鎖線」から 

「赤太枠」に変更 
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151 定期検査報告書、誤記訂正からの返送についてのお願い  R02.9.2  

「協議会からのお知らせ No.149」でお願いしました報告書の両面印刷での提出について、皆様方のご協力を

感謝申し上げます。 

 

そこで、更なるお願いになってしましますが、報告書の訂正が必要となった場合。訂正した報告書が、片面印

刷か両面印刷のどちらで提出したものなのか確認いただき、誠に申し訳ございませんが、提出時の仕様で、訂正

後に返送いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

下記の「定期検査報告の内容ご確認依頼書」のご挨拶の部分になりますが、訂正依頼をお願いするときに添付

する依頼書にも、その旨記載しておりますので何卒ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 

 

 

152 昇降機､遊戯施設に係る事故・不具合情報の早期報告の徹底について（国住昇第５号）  R02.10.6 

 国土交通省住宅局建築指導課昇降機等事故調査室長より発信されています。 

 「昇降機・遊戯施設に係る事故防止のための対応の運用について」（国住昇第 19 号平成 24 年 3 月 6 日） 

発信の、昨年の実務者講習でも説明しました通り、国土交通省への情報提供の対象となる昇降機等に係る人身事

故の範囲について、次の通りとなりますので、再度ご周知の程お願いいたします。 

○人身事故（利用者（消費者、従業員）及び保守管理中の作業員の次の事故を対象とし、据え付け 等の建作業 

の事故は含まない） 

・死亡、重症（治療期間が 30 日以上であると見込まれるもの） 

・その他の人身事故で機器の異常等が原因である可能性のある事故 

○上記以外の人身事故で、報道が複数回又は広範囲にわたってされるなど、社会的影響が大きいと認められるも 

の。また、上記の人身事故以外の事故・ 

不具合の範囲については、利用者に重大な 

被害を及ぼす恐れのあるものについて行うと 

し、具体的には、右表の事故・不具合とする。 

その他：上記に該当しない場合でも、国土 

交通省から、事故の状況等について情報 

提供をいただくようお願いする場合も 

ありますので、その際はあわせて対応の方 

よろしくお願いします。 
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154 電動機主回路用接触器、ブレーキ用接触器の検査結果表記入について (発行 Ｎo.115）  R02.12.4 

 接触器の検査結果表記入で、多い誤りに、下記のような事例がございます。「うっかり」や「ぼんやり」ミス

だろうと思いますが、提出前に再度確認していただけると防げると思いますので「提出前の再確認」よろしくお

願いいたします。

 

 

 

155 建築基準法施行規則の一部改正について（国土交通省令第九十八号）   R03.1.8 

 令和２年１２月２３日 水曜日 官 報 （号外第２６９号）にて、押印を求める手続の見直し等のための 

国土交通省関係省令の一部を改正する省令を次のように定める。内容は、以下の通りです。 

 

第十四条 建築基準法施行規則（昭和二十五年建設省令第四十号）の一部改正。 

 ※別記第三十六号の四様式中「報告者氏名 印」を「報告者氏名 」に、「検査者氏名 印」を「検査者氏

名」に「係員印」を「係員氏名」に改める。  （現状の、第一面への押印は不要となりました。） 

 ※（注意）2.第一面関係 ①報告者又は検査者の氏名の記載は自署で行う場合においては、押印を省略するこ

とができます。（この文面が削除となりました。自筆以外も押印が不要となったため） 

 

 ※この省令は令和３年１月１日から施行する。 

 

 ※この省令の改正前の四様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 

・その他、訂正に係る押印等に関しては定かではありませんので、暫く現行通りでお願いします。 

 別途、特定行政庁別にご指導がある場合はその都度お知らせいたします。 
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156 押印を求める手続の見直し等のための国交省関係省令一部改正について      R03.2.3 

                      （技術的助言）（国住指第 3408 号） 

 規制改革実施計画（令和 2 年 7 月 17 日閣議決定）において、「原則としてすべての見直し対象手続につい

て、恒久的な制度的対応として、規制改革推進会議が提示する基準に照らして順次、必要な検討を行い、 

法令、告示、通達等の改正やオンライン化を行う」こととされたことを踏まえ、「国土交通省令第 98 号」が 

令和 2 年 12 月 23 日に公布され、令和 3 年 1 月 1 日から施行されることとなりました。 

 

 また、改正省令等を受けた「建築確認手続等における電子申請の取扱いについて（技術的助言）」 

（平成 26 年 5 月 7 日付け国住指第 394 号）の見直し等については、別途通知する予定です。 

 

記 

 
 
1.国民事業者に対して求める押印の廃止について  

 国土交通省が単独で所管する省令において、国民や事業者等に対して押印を求める建築基準法施行規則等の 

手続については押印を不要としました。 

 

2.経過措置について 

 改正省令の付則第 2 項の規定に基づき、改正省令施行前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って 

使用することができます。 

 

3.特定行政庁が定める様式の押印について 

 特定行政庁が条例、規則等で、国民や事業者等に対して押印を求めている手続についても、今般の国の動き 

を踏まえ、押印の廃止に向けた検討を進めていきます。 

 

4.建築基準法等関係手続のオンライン化 

 手続きのオンライン化を行うため、国民や事業者等に対して押印を求めている手続についえて押印を不要と 

する省令改正を行った趣旨を踏まえ、手続のオンライン化を積極的に検討します。 

 

 ※上記の件、中国四国ブロック昇降機検査協議会ホームページにも掲載しております、ご確認ください。 

     TOPCS 2021.1.15 検査報告書（第一面）の押印不要について 

                  【判断に迷ったら】ページのよくある質問を更新しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 
 

157 定期検査報告書第一面【４．報告対象昇降機の【二.改善予定の有無】記入について    R03.3.3 

 

※要是正と要重点点検の指摘があった場合のみ、改善予定の「有」「無」にレ点を記入するもの。よって、【ロ、

指摘の内容】が「指摘なし」「既存不適格」の場合は、指摘ではないため、改善予定は不要であり【二、改善予

定の有無】の記入は不要です。（「無」へのレ点は入れないでください） 

例）1.既存不適格事項+要重点点検指摘あり、だが改善予定がない場合は！ 

 

 ２.要是正+要重点点検指摘あり、改善の予定がある場合 

 

 ※令和２年度 実務者講習会にてお願いしてまいりました上記の件、令和３年４月以降は誤記として訂正依頼と

させていただきます。あらためて、【改善予定の 有 無】についてはご理解お願いいたします。 

 

158 建築基準法に基づく特定建築物調査員等における旧氏（旧姓）使用の取扱いについて   R03.4.5 

建築基準法に基づく特定建築物調査員、建築設備検査員、防火設備検査員、昇降機等検査員（以下「特定建築物

調査員等」という。）の資格者証の交付にあたっては、交付のための申請書に記載する氏名の確認を住民票の写

しその他の氏名及び生年月日を証明する書類と一致させることとしてきていました。 

 しかしながら、近年、他の資格制度においては、旧氏（旧姓）（以下「旧氏」という。）の使用を認めることが

一般化しており、平成３１年４月から住民票における旧氏使用の併記が始まっています。 

この様な状況を踏まえ、特定建築物調査員等として旧氏の使用を希望する者に対して、申請により特定建築物調

査員等の資格者証の旧氏を併記するよう取り扱うこととしましたので、申請により特定建築物調査員等の資格者

証に旧氏を併記された者については、業務において旧氏の使用を認めることとします。 

 



31 
 

158 前年度判定間違い時の「特記事項欄」への記載方法のお願い    R03.4.5 

前年度と今年度で判定が違う場合、特記事項欄にその旨を記載頂けますようお願い致します。下記に例文を記載

させて頂きましたので、参考にしてご記入ください。 
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158 保守会社変更時の注意点とお願いについて     R03.4.5 

保守会社が変更され、新保守会社様から変更届と定期検査報告書が送られてきたのですが、旧保守会社様が変更

前に既に定期検査報告を実施されていたという事例が何度かございました。 

※定期検査報告は、年度で１回のみ受付です。よって、先に提出された報告書が特定行政庁に受付されています

ので、後から提出された報告書は受理されないため、ご返却させて頂くようになります。保守契約変更時には、

必ず契約主（施主）様に当該年度の定期検査は新旧どちらが実施するのか確認頂きますようお願い申し上げま

す。 また、下図の「保守会社変更届」の必須項目は、確実に確認頂き（今年度の検査報告・・）の 

「します Oｒ しません」は必ずどちらかを選定頂きますよう重ねてお願い申し上げます。 

 

 

159 エスカレーターの定期報告制度の運用に係る留意事項について（事務連絡）     R03.5.11  

                           （国土交通省住宅局建築指導課 発） 

 「昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法並びに結果の判定基準並

びに検査結果表を定める件」（平成 20 年国土交通省告示第 283 号。以下「告示」と いう。） 

別表第五の五に掲げる検査事項のうち、次の各号に掲げる検査項目に応じ、それぞれ当該各号に掲げる検査事項

について、同表（に）欄に掲げる基準に該当すると判定されたエスカレーターの部分（以下「要是正部」とい

う。）について 、 当該エスカレーターの設置状況等により直ちに是正す ることが困難である場合は、当面の措

置として、当該要是正部に、人又は物の挟まれ、衝突又は転落（以下「挟まれ等」という。）の危険性について

注意を促す掲示その他の挟まれ等を防止するための対策を講ずる ことが考えられる こと 。 また、当該 対策

が講じられている場合には、告示別記第５号の検査結果表中「特記事項」に当該対策について記載するよう指導

すること。 

 一 

（二）転落防止柵、進入防止用仕切板及び 

誘導柵ハンドレールと転落防止柵及び誘導柵 

とのすき間、外側板及び建物壁との進入防止 

用仕切板とのすき間、ハンドレールから仕切 

板までの距離 

 二 

（四）踏段上直部の障害物 障害物の状況 

 

 

 



33 
 

159 是正の改善予定がない場合の記載方法のお願い     R03.5.11  

 是正の改善予定がない場合は、昇降機検査報告書（第 12 条３項 第 36 号の四様式）第二面【６．検査の状

況】の【ハ．改善予定の有無】欄に「☑無」を選択して報告頂いておりますが、是正改善が必要であると判断され

ながら、年度を越しているものが散見されます。 

 是正改善が必要であり改善予定年月が決定していない場合は、定期検査実施時に御施主様へ現在の進捗を確認

頂き検査結果表の、特記事項欄【改善策の具体的内容等】へ具体的改善策と併せて、予定日が未定となっている

理由を追記いただきますようお願いします。 

【記載例】 

 

161 建築物・設備等に係る定期調査・検査の適切な実施について     R03.7.5  

                            （国住防第 7 号）令和元年 12 月 26 日 

 国土交通省において、定期報告の対象となる建築物、昇降機、建築設備及び遊戯施設の定期調査・検査が、国が

定めている項目に基づき適切に実施されているかどうかなどの実態を把握及び分析することにより、定期調査等

を行う有資格者の技術力の確保を図るとともに、定期報告制度の適切な運用に向けた取組の推進を目的として、

「定期報告制度の運用に関する調査事業」が平成 28 年度から平成 30 年度まで実施されてきました。 

 この調査事業の結果、建築物・建築設備等の定期調査等は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）に基づく関

連告示（平成 20 年国土交通省告示第 283 号、平成 20 年国土交通省告示第 284 号)に定める検査方法に基づ

いた検査を実施しなければならないところ、告示に定める検査方法によらないおそれのある検査が、散見されま

した。 

 今回の調査事業の結果を踏まえ、特に留意すべき事項が昇降機センターのホームページに掲載されております

ので参考にしてください。 

 

162 【再確認】所有者変更の場合の記入方法について (発行 Ｎo.73）    R03.8.4  

所有者に変更があった場合は、定期検査報告書第一面の【１．所有者】欄に新・旧の所有者を併記することに

なっています。弊方から送付する定期検査報告書には前年度報告の所有者を印字しており、所有者氏名の文字数

が多い場合などで新旧併記するには余白が不足することがありますが、新旧併記が所有者欄内に納まるように記

入願います。(管理者欄も同様の扱いとなります。） 
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163 【再確認】定期検査報告書について（発行 No.136・154）   R03.9.7  

 提出された定期検査報告書が当年度分なのか前年度分なのか明記して頂きますよう再度お願いいたします。検

査協議会でも前年度のものか今年度のものかの判断について、定期検査報告書「第二面」の（２．ロ）前回の検

査の有無を確認し、有りの場合は前年度分の報告として受付けていますが、後日に、今年度分であったと訂正を

されることもあります。このような不具合をなくすために、前年度分の報告については前年度分であることがハ

ッキリ分かるように明記して提出するようお願いします。 

 また、休止を解除し再使用する場合は、事前に定期検査を実施し「再使用」である旨を表記願います。（例：

定期検査報告書第一面の余白に「前年度（〇〇年）分」「再使用」と記載） 

 

 

 

 

164 【再確認】別添１様式・主索錆びが発生している場合のラベル撮影について 

                        （発行 No.64No.147）   R03.10.6 

主索に錆が発生している場合の、別添 1 様式写真について撮影時に「建物名」「検査年月日」「撮影箇所」を記

載したラベルを主索と共に撮影することとなっていますが、ラベルの文字が不鮮明なものや、ラベル撮影し忘れ

により別添 1 特記事項欄に「建物名」等を記載し、ラベル撮影がされずに報告されるものが散見されます。 

検査時に正しくラベルを挿入した撮影をお願いします。 
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165 定期検査報告書（第三面）昇降機に係る不具合の状況の記入時の注意について   R03.11.2 

過去に開催した特定行政庁連絡会議の席上で、定期検査報告書（第三面）昇降機に係る不具合の状況の記載内

容について、「閉じ込め」、「１００ｍｍ以上の着床誤差」及び「エスカレーターの逆走行」等 の重大な事象につ

ながるおそれがある不具合が発生した場合には、正確な状況報告をする必要があるため「ケガの有無」、「戸開走

行の有無」及び「扉の開閉の有無」等を必ず記載するよう指導がありました。また、人身事故発生時は事故速報

の提出を徹底するよう合わせての指導がありました。つきましては、上記の指導内容に適った記載内容で報告さ

れるようお願いします。記載内容に不備がある場合は内容確認及び修正依頼を発行しますのでご承知ください。 

 

 

166 未契約となった物件について   R03.12.2 

 解約で未契約物件となったものについて、これまではご連絡いただいた後、他社より契約のご連絡があるまで 

“最終保守会社”としてデータに残り、毎月お送りしている未報告一覧へ上がっていましたが、今後は未契約 

（未契約となっても定期検査は実施するものを除く)のご連絡をいただいた物件につきましてデータ変更をさせ

ていただき、未報告一覧へ掲載されないようにいたします。 

なお、再契約をされた場合につきましては保守会社変更届をご提出いただきますようお願いいたします。 

 

170 【情報提供】遊戯施設の維持保全計画指針に係る告示の公布について  R04.4.8  

令和 4 年 3 月 31 日付で、「遊戯施設の維持保全に関する準則又は計画の作成に関し必要な指針」（令和４年国土

交通省告示第 412 号）が公布・施行となりましたので情報連絡いたします。併せて、各都道府県建築主務部長、

東（西）遊園地協会あてに、技術的助言「遊戯施設の維持保全に関する準則又は計画の作成に関し必要な指針等

について」（国住指第 1529 号）も国土交通省より発出されております。 

 技術助言の内容は下記の通りです。 

 １．第 412 号告示に基づく維持保全計画等の作成について 

 ２．運行管理規定の作成について 

 ３．維持保全計画書等の作成手引きの周知について 

この告示公布に併せ、財団法人日本建築設備・昇降機センターにて、（仮称）『「遊戯施設の維持保全計画書」及び

「遊戯施設の運行管理規程」作成手引き 2022 年版』の編集がなされ、近日中に発行される予定ですので、下

段の財団法人日本建築設備・昇降機センターのホームページより参照を、お願いいたします。 

 

 


